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相続税廃止の世界の

潮目と日本の選択

圃続税は、多くの国で廃止に向かっていました。ス

ウェーデン、スイス、オース

トリア、イタリア、ニュージ

ーランド、オーストラリア、

等々です。個人課税の重い国

から軽い国に移住する富裕層

囲い込みを目的にした租税戦

略として相続税の廃止が考え

られていた面もあります。

いまや近代をリー

一空」ドしてきた欧米先進国は

歴史的な金融財政危機の渦中

にあり、富裕層自身の中から

富裕層への課税強化の必要が

唱えられるようになりました。

L∴・二

厘］
裕層課税強化では、スペ

インが富裕税を復活した

という最近のニュースがあり、

サルコジ大統領が富裕税廃止

を唱えていたフランスでも廃

止はなさそうで、これからは

富裕税強化の時代なのかもし

れません。しかし、富裕層へ

の課税の最も一般的な定番は

相続税です。

∴「 界的に見て、相続税廃止

の流れの潮目は変わって

います。2010年にアメリカで

は一時的に相続税が廃止され

ましたが、翌年から復活して

います。カナダでは、相続税

がないものの、財産移転時に

は所得税を課していますので、

相続財産への実質的な課税は

存在しています。フランスの

サルコジ大統領は相続税の廃

止も唱えていましたが、今回

落選しています。中国本土で

の相続税は、実施しても執行

の困難さが大きいとして制度

化が見送られていますが、貧

富の差を解消するために相続

税を実施することに賛成する

意見が根強いようです。

∴∴言言上∴‥こ
流れの中にありましたが、こ

こに来て大きく方向転換しよ

うとしています。平成23年度

の税制改正案で実現できなか

った、相続税の基礎控除を低

くして課税対象を拡げ、税率

もアップするという増税路線

が再び、「社会保障・税一体改

革案」の中に上程されていま

す。世界の潮目の変化と軌を
一にしています。

「コ
らに、個人課税強化への

担保そして、今年の税制

改正で、海外逃避財産への情

報申告制皮が重い租税刑事罰

の下に既に制度化されていま

す。また、多国間租税条約に

署名し、租税情報交換・租税

徴収代行のための国内法の整

備と批准の手続き中でもあり

ます。これも世界の流れです。
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